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事業実施主体名 
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１ 事業実施主体及び事業の目的 

項目 内容 

事業名  

事業実施主体  

所在地  

代表者職氏名  

設立年月日  

事業の目的 

 

 

 

 

２ 経営概要 

項目 内容 

経営全体の 

状況※1 

（   年） 

営農類型 作付面積(a) 
販売金額 

(千円) 

用途 

(生鮮、加工・業務用) 

露地野菜    

水田作    

畑作    

施設野菜    

果樹    

花き    

計    

従業員数又は

構成員数 

①農業者の組織する団体 
 構成員：   人 

 うち認定農業者   人、 認定新規就農者    人 
②農業法人 

 役  員：   人、常時雇用：   人、臨時雇用：   人 
③農業協同組合又は農業協同組合連合会 

 正組合員：   人、うち受益農業者数    戸 
※1 「経営全体の栽培状況」欄には、事業実施前年度の数値等を記入すること。 

 

３ 作付計画 

 対象品目 

作付面積(a) 
生産量 

(t) 

販売金額（千円） 

 うち 

契約 

取引分 
 

うち 

契約 

取引分 

現状※2 

(   年) 

      

      

      

計      

目標 

(   年) 

      

      

      

計      
※2 「現状」欄には、事業実施前年度の数値等を記入すること。 

 



 

４ 販売計画 

※3 「現状」「目標」欄は、出荷量を記入すること。 

※4 拡大計画のある契約販売については、契約書の写し等を添付すること。 

 

５ 事業費 

（１）事業費                                                              

補助事業に要

す る 経 費

(円) 

負担区分(円) 

備考 
県費 市町村費 その他 

     

  ※5 「補助事業に要する経費」については、本事業で補助対象としない消費税を含めた金額

を記載すること。 

 

（２）自己資金の調達方法 

 

 

 

６ 流通に係る機器・設備等の状況（対象品目に係るものに限る） 

（１）集荷 

機器・設備の種類 型式 所有量 利用状況 

    

    

（２）保管 

機器・設備の種類 型式 所有量 利用状況 

    

    

（３）出荷 

機器・設備の種類 型式 所有量 利用状況 

    

    

 

 品目 
(作型等) 

契約の 

有無 
販売先 

(仕向先、実需者名等) 
現状( 年度) 目標( 年度)  

      

      

      

      

      



７ 整備内容 

（１）機器・設備名 

  ア 種類等 

機器・設備の種類 型式 事業量 保管場所 

    

    

    

  イ 利用計画 

 

 

 

 

 

 

８ 水田活用に関する事項 

 （３の作付計画に記載した作付拡大面積のうち、水田活用による拡大見込み分を記載

すること） 

    

作付拡大面積 拡大を見込む地区名等 

（複数記入可）  うち水田活用による拡大面積 

ha うち        ha            地区 

 

９ ＧＡＰに関する事項 

種類 市町村名 団体名 登録番号 品目 認証有効期限 
（取得見込み時期） 

      

  ※6 見込みの場合は、認証を目指すＧＡＰの「種類」、「品目」欄を記入すること。 

 

10 事業成果の公表等への協力に関する事項 

 本事業で導入した機器・設備や、栽培・経営等に関するデータの提供等について、個

人情報等の支障がある場合を除き、可能な限り公表・普及に協力できる場合は、下記に

〇を付ける。 

はい  

 

 

11 添付書類 

（１）共通添付 

  ア 経営体（団体）の概要書（法人の場合は定款の写し） 

  イ 農業経営改善計画書又は青年等就農計画書 

  ウ 総会資料、団体の規約、構成員一覧、機械・施設等の利用に関する規定 

  エ 事業実施の意志決定根拠(総会議事録等) 

  オ 直近年の経営状況が確認できるもの（財務諸表又は確定申告書の写し等） 

施設の種類 
単位当たりの 

能力 
利用延べ日数(日) 

年間利用面積又 

年間生産・処理量 

 

 

   

    



  カ 契約取引の契約書の写し等 

キ 機械・施設のカタログ 

   ク 参考見積書 

  ケ 規模決定根拠 

    コ その他採択要件の確認に必要な書類 

（２）取組に応じて添付 

  サ ＧＡＰ認証書の写し



 


